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Press Release 

 

Global ESG Strategy 

2025年 6月 4日 

 

GESは日邦産業の企業価値向上をもたらす、配当の増額、 

買収防衛策の廃止等を求める株主提案を提出 

 

Swiss-Asia Financial Services Pte Ltd（以下「SAFS」）の運営ファンドである Global ESG Strategy（以下

「GES」）は、ESG（Environment（環境）, Social（社会）及び Governance（ガバナンス））の視点から中長期的な

投資を行う投資ファンドであり、責任ある投資家として、建設的な対話等を通じ、日本の上場会社の中長期的な

企業価値・株主価値の向上を実現することを後押ししていくことを運用方針としています。 

 

GES は 2023 年より、東証スタンダード上場の日邦産業株式会社（証券コード：9913、以下「日邦産業」）に対

する投資を開始し、同社へのエンゲージメントを継続してまいりました。現在 SAFS の運用するファンドは、日邦

産業の議決権比率約 16.3%を実質的に保有しています。GES は、日邦産業の経営陣との対話を通じて、同社

の企業価値及び株主価値の向上を目指してまいりました。 

 

2025 年 3 月期においては、日邦産業は中期経営計画を改定し、バランスシートの効率化や余剰資金を株主

を始めとするステークホルダーに還元する方針を新たに打ち出しただけでなく、GESと各取締役との個別面談を

実現されるなど顕著なガバナンスの改善が見られ、GESはその姿勢と取り組みを高く評価しております。 

しかしながら、GES は、日邦産業の事業の成長性・収益性を考えれば、現在の同社の資本政策は未だ改善

の余地があり、資本政策の改善により、さらに高い企業価値及び株主価値の実現が可能であると考えておりま

す。そうした考えに基づき、GES は、日邦産業に対し 2025 年 6 月に開催予定の第 74 回定時株主総会（以下

「本総会」）に、配当の増額、資本効率の改善、監査等委員会委員長の社外取締役からの選任、及び不必要な

買収防衛策の廃止を求める以下の株主提案（以下「本提案」）を提出いたしました。 

 

議題１： 剰余金処分の件～2024年度 1株当たり配当 176円もしくは DOE10%の配当～ 

議題２： 定款の一部変更の件（中期経営計画 2025で計画されている成長投資の一部が実行されなかった場合

の剰余金の配当方針について）（注：撤回済み）  

議題３： 定款の一部変更の件（監査等委員会委員長の社外取締役からの選任） 

議題４： 買収防衛策の廃止の件 

 

なお、上記議題 2については、これまで日邦産業との対話を通じて、GES として「成長投資が計画通り実行さ

れなかった場合の余剰資金の株主還元」を要請すると共に、株主提案として提出しておりましたが、株主提案提

出後、2025 年 5 月 25 日に同社より開示された「『中期経営計画 2025』の一部改定に関するお知らせ」におい

て、「FY2025 終了時において、一定の必要資金を確保した上でもなお、余剰資金が生じた場合、その資金を株

主をはじめとするステークホルダーに還元していく」とこれまでの方針を改めたことが確認出来たため、議題２に

おいて GESが求めていたことが達成できたと考え、同社と協議の上、議題 2にかかる株主提案は撤回しており



2 

ます。本プレスリリースの別紙として添付する株主提案の全文は、議題２の撤回前のものです。 

また、議題４については、日邦産業の要請により、会社提案の「当社株式等の大規模買付け行為に関する対

応方針（買収への対応方針）継続の件」に対する反対意見として取り扱われております。 

 

代表的な議決権行使助言会社である Institutional Shareholder Services, Inc.及びGlass, Lewis & Co., LLC

は本総会における株主提案を含む各議案について、賛否推奨レポートを公表しています。両者は、GES による

株主提案に関連して、「（会社提案による）買収防衛策の継続に反対」及び「監査等委員会委員長の社外取締役

からの選任に賛成」の議決権行使を推奨しています。 

 

1. 剰余金処分の件 

日邦産業は 2025 年 3 月期において売上高は前年比 7.1%増となる約 450 億円を達成し、営業利益は前年

比 2.7%増となる 19.7 億円を計上するなど計画を上回るだけでなく、日邦産業が 2026 年 3 月期に目標とする

営業利益 20億円に迫る業績を達成しました。さらに日邦産業は改訂中期経営計画 2025と長期経営目標 2031

を掲げ、さらなる成長を目指しているものと理解しております。 

他方、資本効率については未だ改善の余地があると考えます。好調な業績の結果として日邦産業の 2025 年

3月末時点の純資産比率は約 51%に達し約 34億円のネットキャッシュを有するに至っております。同期の減価

償却費約 15.4 億円対して、設備投資にあたる有形固定資産の取得額は約 16.2 億円に留まるなど、潤沢な内

部留保を十分に成長投資に活用できていない状況にあります。 

GES は日邦産業が現時点で十分に具体的な投資計画を示すことが出来ない以上、配当性向を高めることで、

株主資本を圧縮し、ROE を引き上げ、企業価値及び株主価値向上の施策を採るべきと考え、純資産配当率

（DOE）10%相当額の配当を提案します。具体的には 1株当たり 176円もしくは DOE10%の配当のいずれか高

い方となるよう提案しており、後者の場合、2025 年 3 月期の純資産に基づけば 1 株当たり 183 円の配当を提

案しております。 

GES の提案する配当案を実施したとしても日邦産業は純資産比率約 46%、ネットキャッシュ約 17 億円を維

持することが可能と想定され、同社の現状の収益性に鑑みれば同社の成長投資に支障をきたすものではありま

せん。 

仮に 1 株当たり 183 円の配当が実現し、配当利回りを現状の 3.1%と仮定すれば株価は 5,903円（2025 年

6 月 3 日終値 2,400 円対比約 2.5 倍）が達成可能であり、保守的に配当利回りを 4%と仮定しても 4,575 円

（2025年 6月 3日終値 2,400円対比約 1.9倍）が達成可能と推定されます。 

さらに日邦産業の 2026 年 3 月期業績見通しに基づき算出される純資産に基づき DOE10%を仮定した配当

額は 191円となり、配当利回りを現状の 3.1%と仮定すれば株価は 6,161円（2025年 6月 3日終値 2,400円

対比約 2.6 倍）が達成可能であり、保守的に配当利回りを 4%と仮定しても 4,775 円（2025 年 6 月 3 日終値

2,400円対比約 2.0倍）が達成可能と推定されます。 

 

2. 定款の一部変更の件（監査等委員会委員長の社外取締役からの選任） 

日邦産業の監査等委員会委員長は、社内取締役が歴任し、現在は、川邊浩之氏が監査等委員長に就任して

います。監査等委員は取締役の職務の執行を監査することが期待され、その過半数が社外取締役であることが

会社法上定められています。また、法令上常勤者の設置は義務付けられておらず、監査等委員である取締役は、

「経営陣からの独立性を確保する必要がある」 ものとされており、取締役でありながら取締役の職務執行を監督
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する監査等委員の職務の遂行には、常勤の社内取締役ではなく、むしろ、第三者的立場から客観的に経営陣を

監視できる、社外取締役の関与が期待されています。このような監査等委員会において、その委員長が社内出

身者であれば、全体の監視監督機能が減退しかねず、ひいては、日邦産業のコーポレート・ガバナンス全体の

有効性に疑義を生じさせる要因となり得ます。従い、GES は、監査等委員長については社外取締役から選任す

ることが望ましいと考えます。 

GES は社外取締役が監査等委員長を務めることで同社の監視機能が強化され、さらなるガバナンス改革が

促進されるものと考え定款の一部変更を提案しています。 

 

3. 買収防衛策の廃止の件 

日邦産業は、昨年の定時株主総会においては、買収防衛策継続について GES が行った反対の意向表明に

ついて、取締役会意見において、令和 3 年時点で「このような買収防衛プランの導入は当社の各株主総会決議

により大多数の株主の承認を受けている。」とした名古屋高等裁判所の決定を引用し、買収防衛策の「再導入」

の正当性の根拠としていました。しかし、昨年の定時株主総会での買収防衛策継続への賛成率は 52.85%と、

過半数を僅かに上回るに留まっており、もはや、大多数の株主の賛成を得ているとは言えません。買収防衛策

の再導入が決定された 2019 年からは既に 6 年が経過しており、この間に、社会情勢や会社の支配権をめぐる

考え方は大きく変化しています。買収防衛策の継続は、今や時代に逆行した方策であることは明白であり、市場

からの規律を働かせる観点からも廃止すべきです。 

さらに GESは、日邦産業が買収防衛策が再導入した 2019年以降、同社の自己資本及びネットキャッシュが

蓄積の一途を辿っていることについて懸念を感じております。買収防衛策によって安易に経営権が脅かされな

い体制が整備されたことで、当時から代表取締役社長を務める岩佐社長に対する監督や経営陣に対する経営

監視にゆるみが生じ、同社の経営資源が最大限の成長に寄与するべく活用されてこなかったことが一因である

と考えられます。同社の自己資本比率は 2019年 3月期の約 32%から 2025年 3月期には約 51%まで積み上

がり、同期間にネットキャッシュはマイナス約 34億円から約 34億円まで約 68 億円積み上がっているにも関わ

らず、同期間の売上高成長率は平均年率約 0.2%と全く成長が実現できていません。 

日邦産業の経営陣からは「財務状態と買収防衛策に関連性はない」との回答を得ておりますが、そうであるな

らばなおさら買収防衛策によって経営陣の保身や財務規律の緩みが生じているとの誤解を生まないためにも買

収防衛策を更新せず、企業価値および株主価値の向上に邁進して頂きたいと考え、GES は当該買収防衛策を

廃止することを提案しました。 

なお、買収防衛策廃止を求める議案は、日邦産業の要請により、独立した議案としては取り扱われず、会社

提案の「当社株式等の大規模買付け行為に関する対応方針（買収への対応方針）継続の件」に対する反対意

見として取り扱われております。 

 

GESは、これらの株主提案の実現及び日邦産業株主の皆様への情報公開により、引き続き日邦産業の企業

価値および株主価値の最大化を目指してまいります。GES による株主提案の詳細につきましては別紙をご覧く

ださい。 

 

その他、日邦産業の経営についてお気づきの点がある方は是非 globalesg@swissasia-group.com までご意見を

お寄せください（匿名可能）。 

 



4 

 

本件に関するお問い合わせ先:  globalesg@swissasia-group.com 

 

Global ESG Strategyについて 

GESは、ESG（Environment（環境）、Social（社会）及び Governance（ガバナンス））の視点から中長期的な投資を行う投資ファン

ドであり、投資先との建設的な対話等を通じ、投資先の企業価値・株主価値の向上を実現することを後押ししていくことを方針とし

ています。 

 

Swiss-Asia Financial Services Pte Ltdについて 

SAFS は、2004 年設立、シンガポールを拠点とし、シンガポール証券先物法に基づく資本市場サービスライセンス（Capital 

Markets Services License）を保有する投資運用会社です。 

 

 

免責事項 

本資料は、SAFSの運営ファンドである GESによる日邦産業に対する株主提案に係る情報提供を目的としており、それ以外

の用途に用いられてはなりません。 

 

本資料に記載された情報は、SAFS による独自の調査及び分析並びに一般に入手可能な公開情報に基づいています。

SAFS、GES又は SAFSのその他の関係者 （以下「SAFSら」といいます。）は、その正確性、完全性、適切性、網羅性等につい

て何ら保証するものではありません。 

 

本資料は、SAFS らの独自の見解、予想、意見を示すものであり、これらは今後変わることがあり得ます。いかなる目的にお

いても本資料に依拠してはならず、また、本資料を投資、金融、法律、税務その他の助言であると理解してはなりません。 

 

本資料に含まれる情報又は意見には将来に関する記述が含まれています。これらの将来に関する記述や予測、予想は、説

明のみのために記載されているものであり、もとより不確実、かつ、重大な不測の事態により実際の結果がこれら将来に関する

記述と大きく異なることがあります。SAFS らは、かかる将来に関する記述や予測、意見、本資料に含まれる記載に関連して発

生する直接的又は間接的なものを含む何らの損害について、一切の責任を負いません。 

 

本資料に含まれるいかなる情報ないし内容も、いかなる意味においても、募集、推奨、サービスや商品の販促、広告、勧誘若

しくは表明と解釈してはならず、また、いかなる投資商品の売買若しくは証券へのいかなる投資に関する助言若しくは推奨であ

るとも解釈してはなりません。 

 

本資料は、株主総会における議案に関し、SAFSらが、日邦産業の株主を代理して議決権を行使する権限を SAFSら又はそ

の他の第三者に対して付与することを要請するものではなく、そのように解釈されてはなりません。また、日邦産業の株主に対

して、SAFSら又はその他の第三者を自らの代理人と定め自らに代わってその議決権を行使する権利を付与することを提案し、

奨励し、勧誘し又はこれを目指すものではなく、そのように理解されてはなりません。 
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日邦産業に対する GESによる株主提案書 

（議題２の撤回前の株主提案全文） 

第１ 提案する議題 

議題 １： 剰余金処分の件 

議題 ２：定款の一部変更の件（中期経営計画 2025で計画されている成長投資の一部が実行されなかった

場合の剰余金の配当方針について） 

議題 ３：定款の一部変更の件（監査等委員会委員長の社外取締役からの選任） 

議題 ４：買収防衛策廃止の件 

 

第２ 議案の要領及び提案の理由等 

 

1. 議題１：剰余金処分の件 

(1) 議案の要領 

剰余金の処分を以下のとおりとする。 

本議案は、本株主総会において当社取締役会又は我々以外の当社株主が剰余金の処分の件を提案

する場合には、それら提案とは独立して追加で提案するものとする。 

 

(ア) 配当財産の種類 

金銭 

 

(イ) 一株当たり配当額 

金 176 円から、本株主総会において当社取締役会又は我々以外の当社株主が提出し、かつ可決

の決議がされた剰余金の処分に関する議案に係る普通株式１株当たりの剰余金配当額を控除した

金額（本株主総会において当社取締役会が剰余金の処分に関する議案を提出しない場合には金

176 円）。なお当期純利益金額が 13.8 億円を上回る場合には、冒頭の 176 円を、純資産配当率

（DOE、「配当総額÷純資産合計（連結財務諸表数値）」により算出する。）10%相当額に読み替える

ものとする。 

 

(ウ) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式 1 株につき上記イの 1 株当たり配当額（配当総額は、1 株当たり配当額に 2025 年 3

月 31 日現在の当社発行済株式総数（自己株式を除く。）を乗じて算出した金額） 

 

(エ) 剰余金の配当が効力を生じる日 

別紙 
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本株主総会の日 

 

(オ) 配当金支払い開始日 

2025 年 7 月 15 日（火曜日） 

 

(2) 提案の理由 

当社は、「長期経営目標 2031」1において、財務規律として Net D/E レシオ 0.6 倍以内とすると公

表しましたが、その達成のための具体的な施策及び定量的な経営目標は何ら示されていません。

当社は依然ネットキャッシュ約 29.5 億円2を有し、非効率な資本構成の改善の見込みもないと言わ

ざるを得ません。また、昨年 3 月に「中期経営計画 2025」を改定し、投資計画枠を 30 億円から 60

億円に引き上げたものの、ネットキャッシュは 2024年 3月末から同 12月末にかけて増加しており、

中期経営計画 2025 は今年度が最終年度である中、株主還元の増額を避けるために現実的には

実行不可能な水準の投資枠の拡大をしただけのようにも見えます。 

当社が現時点で十分に具体的な投資計画を示すことが出来ない以上、配当性向を高めることで、

株主資本を圧縮し、ROE を引き上げ、企業価値及び株主価値向上の施策を採るべきであることか

ら、純資産配当率（DOE）10%相当額の配当を提案します。 

 

2. 議題２ 定款の一部変更の件（中期経営計画 2025 で計画されている成長投資の一部が実行されなかった

場合の剰余金の配当方針について） 

(1) 議案の要領 

現行の定款「第６章 計算」の章に、第 35 条として、以下の条文を新設する。なお、本株主総会におけ

る他の議案（会社提案にかかる議案を含む。）の可決により、本議案として記載した条文に形式的な調

整（条文番号のずれの修正を含むが、これらに限られない。）が必要となる場合は、本議案に係る条文

を、必要な調整を行った後の条文に読み替えるものとする。 

 

（中期経営計画2025 で計画されている成長投資の一部が実行されなかった場合の剰余金の配当方針） 

第 35条 当社は、2025年度を最終年度とする中期経営計画 2025 において計画している 60億円の投

資計画について、2025 年度の終了時点で 90％相当額である 54億円以上の金額の投資が実行されて

いなかった場合、2025年度の終了時点で60億円のうち具体的な投資計画の履行のために支出されな

かった金額を特別配当として 2025 年度の配当額に上乗せするものとする。その場合の配当方針は、年

間配当額における普通配当と特別配当の合計を、配当性向（配当総額÷当期純利益（連結財務諸表

 

1  当社 2024年 11月 5日付「長期経営目標 2031」https://www.nip.co.jp/ir/.assets/vision2031.pdf  

2  当社 2025年第 3四半期決算短信 https://www.nip.co.jp/ir/.assets/20250204-1.pdf 

https://protect.checkpoint.com/v2/___https:/www.nip.co.jp/ir/.assets/vision2031.pdf___.YzJlOnN3aXNzYXNpYWZpbmFuY2lhbHNlcnZpY2VzOmM6bzo1MDg1MmY2MzEyZTc4NDRkOTc3MTEzYjQ3NjZjYzU3YTo2OjgxMDM6YTk3YTM5NjJhMzY3YWNmOTQ5NDlhZTEwNmI0Zjc1ZjlhYTk2YWU3YTAxNjMwNDRmNDczOWUyMzBhOTgzZmJlMzpwOlQ6Tg
https://protect.checkpoint.com/v2/___https:/www.nip.co.jp/ir/.assets/20250204-1.pdf___.YzJlOnN3aXNzYXNpYWZpbmFuY2lhbHNlcnZpY2VzOmM6bzo1MDg1MmY2MzEyZTc4NDRkOTc3MTEzYjQ3NjZjYzU3YTo2OjcwYmQ6ZGE2YTIxZmQzYWY4NGNlZDExYjFjOGJmYjE2YWI4ODNkOWZmMzM3NmMwZWM3NzgyNTMxNDgxYjBhYTA1NjQxMTpwOlQ6Tg
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数値）により算出する。）100％又は純資産配当率（DOE、「配当総額÷純資産合計（連結財務諸表数

値）」により算出する。）10％のどちらか高い方以上とするものとし、法令上許容される限り、当該配当方

針に従って年間配当額を決定する。 

 

(2) 提案の理由 

昨年 3 月の「中期経営計画 2025」3の改定4により、当社は投資計画枠を 30 億円から 60 億円に引

き上げましたが、60 億円の投資計画の内訳は開示されていません。当社経営陣は我々に対し相

当程度のM&A予算枠が含まれると説明しましたが、現時点までに何ら具体的な M&A案件は公表

されていません。M&A は当社において価格・条件、タイミングを完全にコントロールできるものでは

無いことから、今年度が最終年度である同中計の期間中に投資計画枠を消化することができない

可能性も大いにあります。 

我々は当社経営陣に対し、M&A を含む投資計画枠を中計期間中に消化できない場合には余剰

金額を株主還元に回すよう繰り返し要請しましたが、経営陣はこれまで明確な回答を避け続けてい

ます。余剰資金を株主還元に回すことは上場会社のキャピタルアロケーションとして当然の在り方

であり、当該方針について経営陣の確約が得られない以上、定款変更により明示的に定めることを

提案します。 

 

3. 議題３ 定款の一部変更の件（監査等委員会委員長の社外取締役からの選任） 

(1) 議案の要領 

現行の定款「第５章 監査等委員会」の章に、第 29 条として、以下の条文を新設し、現行定款第 29 条

以降の条数を各々1 条ずつ繰り下げる。なお、本株主総会における他の議案（会社提案にかかる議案

を含む。）の可決により、本議案として記載した条文に形式的な調整（条文番号のずれの修正を含むが、

これらに限られない。）が必要となる場合は、本議案に係る条文を、必要な調整を行った後の条文に読

み替えるものとする。 

 

（監査等委員会委員長） 

第 29 条 当社の監査等委員会委員長は、監査等委員である社外取締役から１名を選任するものとす

る。 

 

(2) 提案の理由 

当社の監査等委員会委員長は、社内取締役が歴任し、現在は、川邊浩之氏が監査等委員長に就任し

 

3  当社 2024年 3月 25日付「中期経営計画 2025」https://www.nip.co.jp/ir/.assets/cyukei2025.pdf 

4 当社 2024年 3月 25日付「『中期経営計画 2025』の一部改定に関するお知らせ」 

https://www.nip.co.jp/news/.assets/20240325-2.pdf 
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ています。監査等委員は取締役の職務の執行を監査することが期待され、その過半数が社外取締役で

あることが法定されています。また、法令上常勤者の設置は義務付けられておらず、監査等委員である

取締役は、「経営陣からの独立性を確保する必要がある」5ものとされており、取締役でありながら取締役

の職務執行を監督する監査等委員の業務の遂行には、常勤の社内取締役ではなく、むしろ、第三者

的立場から客観的に経営陣を監視できる、社外取締役の関与が期待されています。このような監査等

委員会において、その委員長が社内出身者であれば、全体の監視監督機能が減退しかねず、ひいて

は、当社のコーポレート・ガバナンス全体の有効性に疑義を生じさせる要因となり得ます。監査等委員

長については社外取締役から選任することが望ましいと考えます。 

 

4. 議題４：買収防衛策廃止の件 

(1) 議案の要領 

2019年4月 23日開催の当社取締役会に基づき導入、第68期定時株主総会決議に基づき継続され、

直近では 2024 年 5 月 21 日開催の当社取締役会及び第 73 期定時株主総会に基づき継続された当

社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）を廃止する。 

 

(2) 提案の理由 

当社は、昨年の総会での我々の買収防衛策継続への反対の意向表明への取締役会意見において、

令和３年時点で「このような買収防衛プランの導入は当社の各株主総会決議により大多数の株主の承

認を受けている。」とした名古屋高等裁判所の決定を引用し、買収防衛策の「再導入」の正当性根拠と

しています6。しかし、昨年の総会での買収防衛策継続への可決に至る賛成率は 52.85%7と、過半数を

僅かに上回るに留まっており、もはや、大多数の株主の賛成を得ているとは言えません。防衛策の再導

入が決定された 2019 年からは既に 6 年が経過しており、この間に、社会情勢や会社の支配権をめぐる

考え方は大きく変化しています。買収防衛策の継続は、今や時代に逆行した方策であることは明白で

あり、市場からの規律を働かせる観点からも廃止すべきです。現行の買収防衛策の有効期間は、本第

74 期株主総会終結時までであり8、我々は、これを更新しないことを提案します。 

 

以上 

 

5    「監査役/監査等委員/監査委員 新任ガイド〈2025年版〉」30頁 https://www.kansa.or.jp/wp-

content/uploads/2025/03/el001_20250328_02.pdf  

6  当社第 73期定時株主総会招集通知 https://www.nip.co.jp/ir/.assets/73-syousyu.pdf  

7  当社 2024年 6月 26日付臨時報告書 https://www.nip.co.jp/ir/.assets/20240626-2.pdf 

8  当社買収防衛策  2.本プランの内容 (3)本プランの有効期間、廃止及び変更 

https://protect.checkpoint.com/v2/___https:/www.kansa.or.jp/wp-content/uploads/2025/03/el001_20250328_02.pdf　30___.YzJlOnN3aXNzYXNpYWZpbmFuY2lhbHNlcnZpY2VzOmM6bzozYjgxZDg2MmIyOThhMDRlYThkNzU2ODhjMjNkY2E0Nzo2OjFlYWE6YTQ3M2E4NDBhOTQ0M2Y1ZGJlMzdmZDBkNGI1NDMwZTA5NzI3NTYxN2YzZWUyNDA2NDQwNDk3ZWQzMTkyZTk1MTpwOlQ6Tg
https://protect.checkpoint.com/v2/___https:/www.kansa.or.jp/wp-content/uploads/2025/03/el001_20250328_02.pdf　30___.YzJlOnN3aXNzYXNpYWZpbmFuY2lhbHNlcnZpY2VzOmM6bzozYjgxZDg2MmIyOThhMDRlYThkNzU2ODhjMjNkY2E0Nzo2OjFlYWE6YTQ3M2E4NDBhOTQ0M2Y1ZGJlMzdmZDBkNGI1NDMwZTA5NzI3NTYxN2YzZWUyNDA2NDQwNDk3ZWQzMTkyZTk1MTpwOlQ6Tg
https://protect.checkpoint.com/v2/___https:/www.nip.co.jp/ir/.assets/73-syousyu.pdf___.YzJlOnN3aXNzYXNpYWZpbmFuY2lhbHNlcnZpY2VzOmM6bzo1MDg1MmY2MzEyZTc4NDRkOTc3MTEzYjQ3NjZjYzU3YTo2OmNjYjM6OGEwZGI4YmNjNjZhZjE1OThiN2NhMDIxMzA4ODFkYWJiODkzNTI2ZWZjZjZlZmIyNzE3ZmQ1MzMyNjIyNDUxZDpwOlQ6Tg
https://protect.checkpoint.com/v2/___https:/www.nip.co.jp/ir/.assets/20240626-2.pdf___.YzJlOnN3aXNzYXNpYWZpbmFuY2lhbHNlcnZpY2VzOmM6bzo1MDg1MmY2MzEyZTc4NDRkOTc3MTEzYjQ3NjZjYzU3YTo2OmRmMWY6ODRlNmRjMzlkMGI4MWVhMzYyMmMzYmQ4N2ViYzg1OTE5ZmM1MGM1NDY4ZmYwZDI5M2NkYzhmNzA0YjFkOTgzNjpwOlQ6Tg

